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令和元年５月１６日 
統 合 幕 僚 監 部 

 
 

平成３０年度自衛隊の災害派遣及び不発弾等処理実績について 
 

１ 全般  

平成３０年度の災害派遣の派遣件数は４４３件、総派遣人員は延べ約１１９万

人でした。そのうち、大規模な災害派遣※としては、①平成３０年７月豪雨に係る

災害派遣、②平成３０年北海道胆振東部地震に係る災害派遣、③山林火災に係る

災害派遣及び④豚コレラに係る災害派遣を実施しました。 

なお、延べ約１１９万人という総派遣人員は、東日本大震災に係る災害派遣が

あった平成２３年度以降で最大規模となりました。 

また、不発弾等処理の実績については、陸上において発見された不発弾等の処

理件数は１，４８０件、処理重量は約５３トン、海上における機雷の処理は実績

なし、海上におけるその他の爆発性危険物の処理個数は４，４５６個、処理重量

は約２．８トンでした。 

※ ここでいう大規模な災害派遣とは、派遣規模約５，０００人以上をいう。 

 

２ 平成３０年度の大規模な災害派遣  

（１）平成３０年７月豪雨に係る災害派遣 

陸上自衛隊は、陸上総隊司令官の指揮の下、陸上自衛隊中部方面隊を中心に

陸上自衛隊の部隊を一体的に運用するとともに、海上及び航空自衛隊の部隊等

を含め、自衛隊として人員延べ約９５７，０００人、艦艇延べ約１５０隻及び

航空機延べ約３４０機の派遣規模で、人命救助活動等を４４日間実施しました。 

（２）平成３０年北海道胆振東部地震に係る災害派遣 

   陸上自衛隊は、陸上総隊司令官の指揮の下、陸上自衛隊北部方面隊を中心に

陸上自衛隊の部隊を一体的に運用するとともに、海上及び航空自衛隊の部隊等

を含め、自衛隊として人員延べ約２１１，０００人、艦艇延べ約２０隻及び航

空機延べ約２３０機の派遣規模で、人命救助活動等を３９日間実施しました。 

（３）山林火災に係る災害派遣 

平成３０年度は、８県１２件の山林火災に係る消火活動を実施しました。派

遣規模は人員延べ約５，３００人及び航空機延べ約１２０機、車両延べ約３２

０両及びでした。 

（４）特定家畜伝染病（豚コレラ）に係る災害派遣 

自衛隊として初めて豚コレラの発生に対応し、３県８件の豚コレラに係る殺

処分等の支援を実施しました。派遣規模は人員延べ約６，２００人及び車両延

べ約９６０両でした。 
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１ 災害派遣
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平成３０年度の災害派遣の実績
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① 災害派遣件数別内訳 ② 災害派遣人員別内訳

総派遣人員：約１１９万人

消火活動

49件

約11％

捜索救助

17件

約4％

急患輸送

334件

約75％

風水害・地震等

17件

約4％ その他

26件

約6％

総件数：４４３件

消火活動

5,512人

約25％

捜索救助

6,638人

約29％

風水害・地震等

1,291人

約6％

急患輸送

1,693人

約8％

その他

7,531人

約34％

平成３０年７月豪雨
約957,000人

平成３０年北海道胆振
東部地震

約211,000人

平成３０年７月豪雨及び北海
道胆振東部地震に係る人員（約
１１６．８万人）を含まない派
遣人員（約２．２万人）内訳は
右図のとおり。



平成３０年７月豪雨 平成３０年北海道胆振東部地震 山林火災 特定家畜伝染病（豚コレラ）

平成３０年度に実施した大規模な災害派遣
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件 名 派遣人員 時 期 活動地域 活動内容

平成３０年７月豪雨に係
る災害派遣

約９５７，０００人
７月６日（金）～８月１８日（土）
派遣件数：１２件（１府７県）

・京都府 ・岡山県
・兵庫県 ・広島県
・愛媛県 ・山口県
・高知県 ・福岡県

・人命救助
・生活支援 等

※別紙第１参照

平成３０年北海道胆振東
部地震に係る災害派遣

約２１１，０００人 ９月６日（木）～１０月１４日（日） 北海道

・人命救助
・生活支援 等

※別紙第２参照

山林火災に係る災害派遣 約５，３００人
４月２日（月）～３月２６日（火）

派遣件数：１２件（８県）

・岩手県 ・秋田県
・栃木県 ・群馬県
・埼玉県 ・長野県
・和歌山県・宮崎県

・空中消火活動
・地上消火活動

※別紙第３参照

特定家畜伝染病（豚コレ
ラ）に係る災害派遣

約６，２００人
１２月２５日（月）～３月３０日（土）

派遣件数：８件（３県）

・長野県
・岐阜県
・愛知県

殺処分等の支援

※別紙第４参照

※ここでいう大規模な災害派遣とは、派遣規模約５，０００人以上をいう。



災害派遣件数の推移（過去１０年間）
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353件

414件
444件

410件 401件 407件 419件 409件 401件

334件

86件

60件

60件

62件 93件 73件 61件
57件

66件

49件

11件

15件
8件

6件

23件
13件 13件

11件 7件

17件

48件

27件

31件

26件

25件

17件 22件
25件 16件

17件

61件 13件

44件

16件

13件

11件
26件

14件 13件

26件
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急患輸送 消火活動 風水害・地震・噴火等 捜索救助 その他の災害派遣

503件559件 529件 587件 520件 555件 521件 541件 516件 443件

※平成２９年度の件数について、考え方を整理し修正（５０１件→５０３件）



33700人

39646人 43494人

12410人

89049人

66267人

30035人

33123人

23838人

22665人

21016人

33853人

8112人
6895人 9341人

15745人

8742人
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17723人
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派遣内訳及び派遣人数の推移（過去１０年間）
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① 派遣内訳の推移 ② 派遣人数の推移

63%

78% 76% 79%
72%

78% 77% 79% 80%
75%

15%

11%
10%

12%

17%

14%
11%

11% 13%

11%2%

3%

1%

1% 4%
2%

2% 2%
1%

4%
9%

5%

5%

5% 5% 3%
4%

5% 3%
4%

11%

2%
7%

3% 2% 2% 5% 3% 3% 6%
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90%

100%

急患輸送 消火活動

風水害・地震・噴火等 捜索救助

その他の災害派遣

（人） 約1,070万人 約85万人

※ 平成２３年度は、東日本大震災（約1,066万5千人）
※ 平成２８年度は、熊本地震（約81万4千人）
※ 平成２９年度は、九州北部豪雨（約8万2千人）
※ 平成３０年度は、７月豪雨及び北海道胆振東部地震（約116.8万人）

約10万人

約119万人

大規模な災害派遣※を除く人員合計 風水害・地震等を除く人員合計
大規模な災害派遣※人員を含めた人員合計



風水害・地震等に係る災害派遣実績
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件 名 時 期 活動地域 活動部隊

大阪府北部を震源とする
地震に係る災害派遣

６月１８日（月）～６月２６日（火） 大阪府
陸自：第３師団（千僧）等
海自：第２３航空隊（舞鶴）等
空自：第６航空団（小松）等

平成３０年７月豪雨に係る
災害派遣

７月６日（金）～８月１８日（土）

・京都府
・高知県
・福岡県
・広島県
・岡山県
・愛媛県
・山口県
・兵庫県

陸自：第１３旅団（海田市）等
海自：呉地方隊（呉）等
空自：中部航空方面隊（入間）等

平成３０年北海道胆振東
部地震に係る災害派遣

９月６日（木）～１０月１４日（日） 北海道
陸自：第７師団（東千歳）等
海自：大湊地方隊（大湊）等
空自：第２航空団（千歳）等

平成３０年度実績： １７件

主要実績



■ ３０年度総件数： ３３４件
総件数は、過去５年間の平均と比べ減少

急患輸送実績
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① 件数及び要請都道府県等別実績推移 ② 陸・海・空自衛隊別実績推移
（件） （件）

130 131
155 148 150

94 97

89 110
75

102
109

105 74

61

28

42 24
27

24

27

21
11

10

10

19
10

16
15

5

7
9

9 17

9
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沖縄県 長崎県 鹿児島県 東京都 北海道 海保 その他

334件

407件
419件

409件 401件

過去５年間
平均： ３９４件

52%
215

53%
205

49%
213 52%

192
48%
176

40%
169

42%
186

44%
173 42%

181

45%
130

8%
23

6%
28

7%
23 6%

28
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28
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陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊

419件407件
401件

409件

334件



消火活動実績
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① 件数年度別実績推移（過去５年間） ② 平成３０年度の活動件数月別実績

■ ３０年度総件数 ： ４９件
○ 総件数は、過去５年間平均より１２件減
○ 特に近傍火災の件数が減少

（件）

54 55 53 55

37

19

6
4

11

12

0

10
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40

50

60

70

80

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

近傍火災 山林火災

（件）

【近傍火災】
過去５年間平均 ： ５１件

61件

73件

57件

【消火活動全体】
過去５年間平均 ： ６１件

66件

7
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49件



捜索救助実績

① 件数年度別実績推移（過去５年間）
件数 要請元 種 類 活動部隊

都

道

府

県

９件 大分県知事

北海道知事

宮城県知事

群馬県知事

高知県知事

・行方不明者

捜索

・行方不明機

捜索

陸自：第４１普通科連隊（別府）、第

１８普通科連隊（真駒内）、第２施設

団（船岡）、第２師団（旭川）、第４８

普通科連隊（相馬原）、第７特科連

隊（東千歳）、第５０普通科連隊（高

知） 等

海

上

保

安

庁

５件 第三管区、

第五管区、

第十管区、

第十一管区

海上保安本部長

・行方不明船舶

捜索

・行方不明機

捜索

海自：第１航空群（鹿屋）、第４航空

群（厚木）、第２４航空隊（小松島）、

第３１航空群（岩国）、第２２航空隊

（大村） 等

空自：警戒航空隊（浜松）、浜松救

難隊、芦屋救難隊、新田原救難隊

等

空

港

事

務

所

３件 東京空港事務

所長

行方不明機

捜索

空自：第３航空団（三沢）、警戒航空

隊（浜松）、那覇救難隊、新潟救難

隊、百里救難隊、松島救難隊 等

■ ３０年度総件数： １７件
○ 件数は、前年度とほぼ同数
○ 活動内容についても、ほぼ例年と同様
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② 平成３０年度の要請機関別実績 ：１７件

1 2 3

8 8 7 5
5

9

14 15

8
9

2
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２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

空港事務所 海上保安庁 都道府県 自主派遣

25件

17件

22件

15件

【捜索救助全体】
過去５年間平均：１９件

（件）

17件



２ 不発弾等処理
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陸上において発見された不発弾等処理実績の推移
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昭和 平成

■ 全 国： 処理件数 １，４８０件、処理重量 約５３トン
○ 記録のある昭和５０年度以降、戦後の時間経過に伴い、処理件数・処理重量ともに減少
○ 平成以降、全体としての処理件数は概ね一定

■ 沖 縄： 処理件数 ６７５件、処理重量 約２０トン
○ 記録のある昭和５０年度以降、沖縄県では処理件数及び処理重量ともに減少
○ 処理件数及び処理重量ともに沖縄県の全国に占める割合が大きく、平成３０年度は処理件数の約４６％、処理重量

の約３８％
（処理件数の全国比は、昭和５０年度～平成２０年度平均が約３３％に対し、平成２１～３０年度平均が約４７％）

（件） （トン）

処理件数の推移（全国）処理件数の推移（沖縄）

全国： 1,480件

沖縄： 675件

※ 昭和４９年度以前の記録なし ※ 昭和４９年度以前の記録なし

① 不発弾等処理件数の推移 ② 不発弾等処理重量の推移
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昭和 平成

処理重量の推移（沖縄） 処理重量の推移（全国）

全国：約53トン

沖縄：約20トン

沖縄（件数） 沖縄以外（件数） 沖縄（処理重量） 沖縄以外（処理重量）



■ 機 雷 ： 実績なし
○ 記録のある昭和５０年度以降、戦後の時間経過に伴い、処理個数は年度ごと異なるが、処理重量は減少傾向
○ ２１年度、２７年度及び３０年度以外は、毎年度処理実績あり

■ その他の爆発性危険物（魚雷、爆雷、爆弾、砲弾等） ： 処理個数 ４，４５６個、処理重量 約２．８トン
○ 処理重量は、阪神・淡路大震災の港湾復旧作業時に大量の爆発性危険物が発見された平成７～８年度を

ピークとして、平成９年度以降は低い水準で推移
○ 処理個数は、年度による変動が大きく、港湾工事において大量に発見されるケース（１８年度：舞鶴西港）があ

り、２８年度は横須賀港の工事において大量の砲弾等を発見※

海上における機雷等処理実績の推移
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※ ２８年度に計２６，０３７個を発見（未処理分を含む。）

① 機雷の処理個数及び重量の推移
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処理重量

（個）（トン）

※ 昭和４９年度以前の記録なし
※ 平成９年度以前の処理重量に関する記録なし

処理個数の推移処理個数
※ 平成７～８年度は、阪神・淡路大震災の港湾復旧作業において砲弾等が大量に発見されたため、処理重量が大
※ 平成１８年度は、舞鶴西港の浚渫工事において、旧軍小火器弾が大量に発見されたため、処理個数が大
※ 昭和４９年度以前の記録なし
※ 平成１１年度以前の処理個数に関する記録なし

処理重量の推移処理個数 処理重量
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② その他の爆発性危険物の処理個数及び重量の推移
（個）（トン）

1,074トン 94,448個



活動実績（延べ数）

水防活動 土のう約5,200袋

人命救助・孤立者救助 2,284名

給水支援 約19,000㌧

入浴支援 約94,000名

物資輸送
水 ：182,512本

食 料： 74,027食
燃 料： 125.5ｋｌ

給食支援 約20,590食

道路啓開 約39.8km

防疫支援 約127.3ｈａ

がれき等除去 ﾀﾞﾝﾌﾟ約14,000台

宿泊支援 約420名

派
遣
規
模
（（概
数
）

活
動
内
容

水防活動 終了
捜索・救助 終了 終了
給水支援 終了
入浴支援 終了
物資輸送 終了
給食支援 終了
防疫支援 終了

瓦礫等除去 終了
宿泊支援 終了
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27300
31500 33100 30100

23820
19520

13970
10660

5150 3350 1050 410
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7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 7/13 7/14 7/15 7/16 7/17 7/18 7/19 7/20 7/21 7/22 7/23 7/24 7/25 7/26 7/27 7/28 7/29 7/30 7/31 8/1 8/2 8/3 8/4 8/5 8/6 8/7 8/8 8/9 8/10 8/11 8/12 8/13 8/14 8/15 8/16 8/17 8/18（隻・機） （人）

行方不明者捜索支援
（重機操作員の派出）

○ ６月２８日（木）から７月８日（日）にかけての記録的な大雨、特に７月６日（金）から８日（日）にかけては１府１０県に特別警報が発表

され、広島県、岡山県、愛媛県などの西日本から東海地方を中心に土砂災害などにより甚大な被害が発生

○ ７月６日（金）以降、１府７県から合計１２件の災害派遣要請があり、人命救助活動等を実施

○ ８月１８日（土）、災害派遣撤収要請を受け、全ての災害派遣活動が終了（活動期間：４４日間）

○ ７月１１日（水）～３１日（火）、即応予備自衛官を招集、３１０名が活動（東日本大震災及び熊本地震に続き３回目）

○ ７月１５日（日）～８月１８日（土）、広島県及び岡山県において、民間船舶「はくおう」による入浴支援等を実施(熊本地震に続き２回目)

○ 自衛隊の活動規模は、最大人員約３３，１００名、航空機約４０機及び艦艇等約３０隻

【広島県】（7/6-8/14）
・広 島 市：人命救助等、給水支援、入浴支援、瓦礫等除去
・江田島市：給水支援、入浴支援、瓦礫等除去
・海 田 町：人命救助等、給水支援、瓦礫等除去
・熊 野 町：人命救助等、給水支援、入浴支援、道路啓開、

瓦礫等除去
・坂 町：人命救助等、給水支援、入浴支援、瓦礫等除去
・東広島市：人命救助等、瓦礫等除去
・呉 市：人命救助等、給水支援、入浴支援、道路啓開、

瓦礫等除去
・竹 原 市：人命救助等、給水支援、入浴支援、道路啓開、

瓦礫等除去
・三 原 市：人命救助等、給水支援、入浴支援、瓦礫等除去
・尾 道 市：人命救助等、給水支援、入浴支援
・安芸高田市：人命救助等
・府 中 町：瓦礫等除去

【高知県】（7/6-7/19）
・安 芸 市：人命救助等
・四万十市：人命救助等、道路啓開
・大 月 町：人命救助等、給水支援、道路啓開
・宿 毛 町：給水支援、道路啓開

【京都府】（7/6-7/12）
・京都市：水防活動
・綾部市：人命救助等
・舞鶴市：人命救助等

【愛媛県】（7/7-8/15）
・松 山 市：人命救助等、給水支援
・宇和島市：人命救助等、給水支援、入浴支援、給食支援、

道路啓開、瓦礫等除去
・大 洲 市：人命救助等、給水支援、入浴支援、瓦礫等除去
・今 治 市：人命救助等
・西 予 市：人命救助等、給水支援、入浴支援、道路啓開、

瓦礫等除去
･上 島 町：給水支援

【福岡県】（7/6-7/9）
・北九州市：人命救助等
・飯 塚 市：人命救助等
・筑 前 町：人命救助等、道路啓開

【岡山県】（7/6-8/18）
・岡山市：人命救助等
・高梁町：人命救助等、給水支援
・倉敷市：人命救助等、給水支援、入浴支援、

宿泊支援、道路啓開、瓦礫等除去
・井原市：人命救助等
・総社市：人命救助等
・新見市： 給水支援、入浴支援
・玉野市：宿泊支援

【山口県】（7/7）
・岩国市：人命救助等

【兵庫県】（7/8）
・宍粟市：人命救助等

平成３０年７月豪雨に係る災害派遣
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別紙第１

艦艇 航空機 派遣人員（約）



人命救助（広島県尾道市） 行方不明者捜索（広島県呉市） ため池点検調査支援（広島県上空）

人命救助（愛媛県松山市） 浄水プラント輸送支援（愛媛県宇和島市） 防疫支援（愛媛県西予市）

孤立者救助（岡山県倉敷市真備町） がれきの除去（岡山県倉敷市真備町） 民間船舶「はくおう」を活用した入浴支援等

平成３０年７月豪雨に係る災害派遣の活動状況
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派
遣
規
模
（（概
数
）

活
動
内
容

人命救助 終了
給水支援 終了
物資輸送 終了
道路啓開 終了
入浴支援 終了
給食支援 終了
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9/6 9/7 9/8 9/9 9/10 9/11 9/12 9/13 9/14 9/15 9/16 9/17 9/18 9/19 9/20 9/21 9/22 9/23 9/24 9/25 9/26 9/27 9/28 9/29 9/30 10/1 10/2 10/3 10/4 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11 10/12 10/13 10/14

艦艇(隻) 航空機(機) 派遣人員(名)

（隻・機） （名）

○ ９月６日（木）０３０７頃、北海道胆振地方中東部を震源とする最大震度７の地震の発生に伴い、北海道知事からの要請があり、

人命救助活動等を実施

○ １０月１４日（日）、災害派遣撤収要請を受け、全ての災害派遣活動が終了（活動期間：３９日間）

○ ９月８日（土）～２３日（日）、即応予備自衛官を招集、２５５名が活動（平成３０年７月豪雨に続き４回目）

○ ９月１３日（木）～９月１７日（月）、苫小牧港において、民間船舶「はくおう」による入浴支援等を実施(平成３０年７月豪雨に続き３回目)

○ 自衛隊の活動規模は、最大人員約２５、１００名、航空機４６機及び艦艇等９隻

７師等に
よる即応

北方主力
加入

東北・東方
からの増援

人命救助
終了

厚真ダム対応終了
余震可能性低下

「はくおう」
入浴支援

増援部隊撤収
道路啓開終了

台風24号の
ため中止

台風25号の
ため中止

平成３０年北海道胆振東部地震に係る災害派遣
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別紙第２

活動実績(30.9.6～30.10.14まで)

内 容 累 計

人命救助 46名

道路啓開 約7,900m

給水支援 約1,200ｔ

入浴支援
(うち｢はくおう｣)

約24,100名
(約1,550名)

給食支援 約167,000食



人命救助 道路啓開 給水活動

厚真ダムにおける流木除去 給食支援 救助犬による行方不明者の捜索

平成３０年北海道胆振東部地震に係る災害派遣の活動状況
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別紙第３
山林火災に係る災害派遣

概 要
○ ３０年度は計１２回（８コ県）の山林火災の発生に伴う消火活動を実施
○ そのうち４月に半数の６回を実施

主 な
内 容

自衛隊航空機（ヘリコプター）による空中消火、地上部隊による地上消火等

1

2

4
5

7 8
9

3

6

11

18

番号 実施時期 場 所
主要対処部隊

（放水量）

① 4月2日（月）～4月3日（火） 長野県飯田市 陸自：第１３普通科連隊等（約55ｔ)

② 4月6日（金） 長野県長野市 陸自：第１３普通科連隊等（約5ｔ）

③ 4月12日（木） 宮崎県美郷町 陸自：第８師団等（約465ｔ）

④ 4月12日（木） 岩手県宮古市 陸自：第９特科連隊等（約348ｔ）

⑤ 4月21日（土） 秋田県男鹿市 陸自：第２１普通科連隊等（無し）

⑥ 4月21日（土）～4月22日（日） 岩手県岩泉町 陸自：第９特科連隊等（自主派遣）

⑦ 8月7日（火）～8月8日（水） 長野県大桑村 陸自：第１３普通科連隊等（約355ｔ）

⑧ 1月3日（木）～1月4日（金） 群馬県安中市 陸自：第１２旅団等（約550ｔ）

⑨ 1月23日（水）～1月25日（金） 埼玉県ときかわ町 陸自：第１師団等（約440ｔ）

⑩ 1月24日（木）～1月26日（土） 和歌山県田辺市 陸自：第３７普通科連隊等（約120ｔ）

⑪ 3月24日（日）～3月25日（月） 埼玉県飯能市 陸自：第３２普通科連隊等（無し）

⑫ 3月25日（月）～3月26日（火） 栃木県足利市 陸自：第１２特科隊等（約490ｔ）

10

12



山林火災に係る災害派遣の活動状況
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バケット装着準備① バケット装着準備② バケットへ取水

散水① 散水② 地上消火準備



別紙第４

概 要

○ 平成３０年９月９日（月）、岐阜県の養豚農場において、わが国では平成４年以来２６年ぶりとなる豚

コレラの発生が確認

○ 平成３０年１２月２５日（火）、岐阜県の養豚農場において豚コレラの発生が確認（国内６例目）され、

岐阜県知事から第１０師団長（守山）に対し、豚の殺処分の支援に係る災害派遣要請（自衛隊初の活動）

○ 平成３０年度は、岐阜県、愛知県及び長野県の３県において計８件の災害派遣活動を実施

主な内容 殺処分等の支援（豚舎内での豚の追い込み、殺処分した豚・餌等の運搬及び豚舎の消毒支援）

20

特定家畜伝染病（豚コレラ）に係る災害派遣

番 号 実施時期 場 所 活動部隊

①
12月25日（火）～

12月27日（木）
岐阜県関市 陸自：第３５普通科連隊（守山）等

②
1月29日（火）～

1月30日（水）
岐阜県各務原市 陸自：第３５普通科連隊（守山）等

③
2月6日（水）～

2月9日（土）
愛知県豊田市 陸自：第１０特科連隊（豊川）等

④
2月6日（水）～

2月8日（金）
岐阜県恵那市

陸自：第３５普通科連隊（守山）

第１４普通科連隊（金沢）

第３３普通科連隊（久居）等

⑤
2月6日（水）～

2月8日（金）
長野県宮田村

陸自：第１３普通科連隊（松本）

第３０６施設隊（松本）等

⑥
2月14日（木）～

2月20日（水）
愛知県田原市

陸自：第１０特科連隊（豊川）

第３５普通科連隊（守山）等

⑦
2月19日（火）～

2月21日（木）
岐阜県瑞浪市

陸自：第１４普通科連隊（金沢）

第３５普通科連隊（守山）

第３３普通科連隊（久居）等

⑧
3月27日（水）～

3月30日（土）
愛知県瀬戸市

陸自：第１０通信大隊（守山）

第１０特殊武器防護隊（守山）等

※
3月28日（木）～

4月1日（月）
愛知県田原市

陸自：第１０高射特科大隊（豊川）

第１０特科連隊（豊川）等

※は4月に撤収要請があったため、集計は次年度

１
２

３

４
５

６ ※

８
７



殺処分の支援（追い込み）① 殺処分の支援（追い込み）② 餌等の回収

運搬支援① 運搬支援② 豚舎の防疫支援

特定家畜伝染病（豚コレラ）に係る災害派遣の活動状況
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